

























































































































































































































































































































都立産業会ﾙ 全国社会福ルｦ議会 10，436 76 特別企画「スウェーデン機器フェAとセミナーの開催」
第13・国際保健福ル@器展
1986年8月
Q8日～31日
東京国際見
{市会場西ﾙ
保健福祉広
?ｦ会 22，276
　　167i海外67
蒼烽X4社）
特別展示「老人と障害者の自立の
ｽめの機器と先端技術」シンポジウム「①アメリカの職業
潟nの動向と展望」　②痴呆性老
l回復訓練の実際　③「ニューヨーク市の痴呆性老人援助システ
?v
第14・保健福祉機崧W
1987年11月
T日～8日
都立産業貿
ﾕセンター
保健福祉広
?ｦ会 13，070 81
特別展示「高齢者の自立生活とモ
fル住居」
第15・国際保健福ル@器展
1988年9月
V日～10日
都立産業貿
ﾕセンター
保健福祉広
?ｦ会 18，300
　　167i海外76
蒼烽X1社）
特別展示「老人と障害者の自立の
ｽめの保健福祉モデルルーム」
総ﾛシンポジウム「①保健福祉機
墲ﾌ開発・普及システムの実際」
A「アメリカのホーム・ヘルスケ
Aと保健福祉機器ビジネス」
第16・保健福祉機崧W
1989年11月
Q日～5日
都立産業貿
ﾕセンター
保健福祉広
?ｦ会 12，000 117
特別展示「①障害者用ME機器」
A「ホームセキュリティシステム
赴ﾙ急通報システム」　③「福祉
@器デザインコンペ’89KYOT
n入選機器」
17口保健福祉機崧W
1990年11月
P日～3日
都立産業貿
ﾕセンター
保健福祉広
?ｦ会
S国社会福
ルｦ議会
13，500 126
特別展示「福祉機器デザインコン
y’X0KYOTO／第2回福祉機夋Rンテスト入選機器」
18ロ保健福祉機崧W
1991年10月
R1日～11月
Q日
都立産業貿
ﾕセンター
保健福祉広
?ｦ会
S国社会福
ルｦ議会
15，300 132
特別展示「ヒューマンデザインコ
塔y’X1／第3回福祉機器コンテ
Xト入選機器」
19ロ国際保健福ル@器展
1992年11月
P0日～12日
東京国際見
{市会場B
ﾙ特設屋外テ
塔g
保健福祉広
?ｦ会
S国社会福
ルｦ議会
41，133
　　201
i海外65
蒼烽P36社）
特別企画「①自立生活のためのモ
fルルーム」　②「保健福祉機器
総ﾛ比較フォーラム」　③「これ
ｩらの福祉機器はこうなる一主な
沁ル@器コンテスト受賞作品展示コーナー」
20ロ国際保健福ル@器展
1993年10月
Q6日～28日
東京国際見
{市会場a・C館
保健福祉広
?ｦ会S国社会福
ルｦ議会
56，972
　　252i海外69
蒼烽P83社）
特別企画「①障害者と老人のス
|ーツ（車いすバスケット，テニ
X，レース日米親善試合，新しい
Vルバースポーツ）」②「福祉機
嵓芒rセミナー」
21口国際保健福ル@器展
1994年10月
Q6日～28日
東京国際見
{市会場a・C館
保健福祉広
?ｦ会S国社会福
ルｦ議会
84，024
　　276i海外74
蒼烽Q02社）
特別企画「①4か国車いすバス
Pットボール＆テニスープレアト
宴塔_96」　②「福祉機器国際
芒r一’94新製品プレゼンテーシ
㏍刀v
22口国際保健福ル@器展
1995年10月
Q4日～26日
東京国際見
{市会場a・C館
保健福祉広
?ｦ会
S国社会福
ルｦ議会
106，521
　　361i海外101
蒼烽Q60社）
特別企画「①HCRミュージヅク
Rンサード95」　②「福祉機器セミナー’95」　③「’95福祉機器
vレゼンテーション」
（第22回国際保健福祉機器展報告書より）
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　第1回（1974年）では，開催の主旨を「社会福祉行政とくに社会福祉施設が広く一般に理解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くママ　されること。施設入所者，在宅者の生活が新たに開発された．機会，器具の導入によって改善
されること。機材の研究開発が一層促進されること」としている。福祉機器自体よりも，まず
福祉施設の理解を先に挙げている。ここでは64社が出品し，展示物は特殊浴槽，電動ベット，
大型洗濯機がほとんどであった。試作品として，電動車椅子，盲人用説明パネル，電動義手が
出品された。
　第2回（1975年）になると，主旨のニュアンスが幾分変わった。機器の「集中展示」により
「関係者に有益な情報を提供」するとともに「機器の開発を通じて社会福祉施設の充実」や
「在宅者の日常生活改善をはかる」，さらに「広く一般の人々の社会福祉に対する関心をも高め
ることを目的」としたものであった。
　第3回（1976年）は，「関係者への情報提供と一般の福祉に対する関心の高揚を目的」とし，
さらに介護や保育所向けの遊戯，教材も同時に展示している。
　第4回（1977年）では福祉機器の定義を試みている。「社会福祉機器の範囲は，施設での省力
化のための機器から障害者のための補装具，自助具，寝たきりのお年寄りの介護用品，さらに
は保育所で用いる遊具・教材まで含まれ」るとしている。そして，「福祉機器のあり方」，関係
者や一般甲民への「情報提供」，「機器の一層の開発促進」を踏まえて内容の充実を計ったとい
う。この頃から電動車椅子，移送用自動車，コミュニケーション機器，訓練機器が展示の主流
になっていることがわかる。
　第5回（1978年）。ここで初めて「社会福祉施設に：おける省力化，入所者処遇の改善，家庭で
の介護，介助の充実，そしてハンディキャップを持った人のより快適な生活を計るための機器
開発の促進」，「社会福祉機器に関する最新情報の提供を目的とした」と唱った。その上で「展
示会を通じて広く社会福祉に関する正しい理解が得られる」よう配慮したと述べており，目的
の明確化が見られる。さらに，“機器を通じた福祉の理解”という考えが窺われる。
　第6回（1979年）の主旨は「社会福祉施設入所者，保育園児，在宅の寝たきり老人，障害児
者等の処遇の向上」，「国民の社会福祉に対する理解と関心を高めようとする」ほか，この年に
初めて「福祉機器の開発にとりくんでいる中小企業の育成」を挙げている。
　第7回（1980年）は主催，後援，目的は前年と同様だが，会場がこれまでの東京都立産業会
館大手町館から浅草の台東館に変わった。
　第8回（1981年）は，「社会福祉施設入所者，在宅障害児（者），寝たきり老人等の処遇の改
善，向上」，「福祉機器の最新情報の提供と開発の促進」である。・この年が国際障害者年にあ
たっているのでコミュニケーション機器，交通機器の特設展示を行っている。
　第9回（1982年）は，「社会福祉施設入所老の処遇改善，在宅の寝たきりの方々の看護や在宅
障害児（者）の日常生活の向上をはかるための福祉機器の開発と，社会福祉機器に関する最新
情報の提供を目的」としている。また，通産省の“優良電子応用福祉機器表彰制度”で選ばれ
た機器計20点がまとめて展示された。この中には，点字文書をそのまま複写できる「立体コ
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ピー」や点字と通常の文字を相互変換する「点字データターンナル」が含まれている。また，
このころから展示会や個別の展示機器に対する新聞報道が多数みられるようになってきた．日
本の福祉機器の開発の進展を考える重要な年と思われる。
　第10回（1983年），第11回（1984年）の趣旨は全く同一で「社会福祉施設入所者の処遇改善，
在宅のねたきり老人，障害児（者）の処遇や自立生活を営んでいくために必要な各種福祉機器
を集中展示し，関係者ならびに一般の方に最新情報を提供し，広く社会福祉に対する国民の理
解と関心を高めようとするもの」であり，「同時に，開発促進も開催目的の一つ」と述べてい
る。
　第12回（！984年）は，「各種福祉関係機器の研究開発の動向と，その普及を促進することをね
らいとした」である。報告書の表紙には「機器は福祉のコミュニケーション」と記されてい
る。
　1986年には日本リハビリテーション工学協会が設立された。そして，社会福祉機器展は「国
際保健福祉機器展」に名称が変わっている。福祉機器の国際的関心の表われであろう。また，
1987年にテクノエイド協会が設立され，同年，東京都社会福祉総合センターでは「テクニカル
エイドセンターのあり方に関する研究」を行い，北欧特にデンマークやスウェーデンのセン
ターの制度を紹介している（4）。
　最近の報告書（第21回1994年，第22回1995年）やカタログ（第23回1996）には，もはや趣
旨，目的の説明はなく，テーマとして「高齢者と障害者の自立」を挙げているのみである。
　以上，「社会福祉機器展」の各回の主旨をみてきた。この展示会について「機器が一応のまと
まりをつけてきたのは，「社会福祉施設の近代化機器展」と称されたわが国初の福祉機器展の
ことである。これは1974（昭和49）年に施設労働の省力化を目的とした展示会」（13）であると
か，「社会福祉施設の近代化機器展」，これが昭和四十九年の第一回保健福祉機器展の名称であ
る。文字通り，施設労働の省力化を目的とした展示会」（17）と述べられている。両者が取り上げ
ている「施設労働の省力化」が唱われるのは，第1回からではなく第4回からで，それが明確
に記されるのは第5回からである。
　ささいなことと思われるかもしれないが，このことにこだわったのは1980年代になってから
福祉機器を「施設労働の省力化」，「高齢者，障害者の自立」，「日常生活の改善」を図るものと
する捉え方が確立するまでの経緯の歴史的事実を踏まえておきたかったからである。いくつか
の試行錯誤，紆余曲折を経て目的が固まっていく過程の理解こそ重要と思われる。
　また，第3回の福祉機i器展が行われた1976年に「福祉機器開発センター」が設立された。そ
して，日本の福祉機器の開発にとって初期の重要な調査と思われる厚生省心身障害報告「昭和
51年度福祉機器利用の実態」が福祉機器開発センターにより編集された。ここでは，福祉機器
に対する理解と利用の低さを指摘すると共に，製造メーカーは69％が中小企業であることを述
べている。福祉機器メーカーについては1994年度でも73％が中小企業である。1996年6月に
は，139社が参集して「日本健康福祉用具工業会」が設立されるに至った（朝日6月10日）。こ
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のように，福祉機器展の主旨の変化と福祉機器の目的や業界の動向に対応関係が明瞭に見て取
れるのである。
3．定期刊行物に見る福祉機器情報
　福祉機器が広く知られるようになるためには，機器展以外にその存在を知らせる媒体が必要
であろう。ここでは，福祉機器に関する雑誌の内容と特徴を検討してみる。
　1976年に設立された社会福祉法人福祉機器開発センターは，事業概要に福祉機器情報の収
集，提供，研究を挙げている。その一環として雑誌「福祉機器情報」を1978年に創刊した。各
号の内容と特徴を述べていきたい。
　創刊号（1978年）
食事・調理用自助具の上手な選び方と使い方，浴槽を求めている人々に，在宅障害児（者）用
いすのいろいろ，排泄用機器を求めている人々に，車いすを求めている人々に，ベットを求め
ている人々に，福祉機器に関するあれこれと題した記事から成っている。福祉機器の一般的な
イメージである機器類よりも日常生活の改善に利用可能な用具の解説が主体である。しかし，
最後に身体障害者の自動車運転特殊装置，国産品と輸入品，開発動向に触れている。
　第2号（1979年）
衣類の着脱を助けるもの数点，生活圏を広げるための自助具，歩行つえの選び方と使用法，歩
行器を求めている人々へ，寝具を求めている人々へ，住宅用機器を求めている人々へ，福祉機
器に関するあれこれから構成されている。徐々に機器に関する記事が増えてきている。
　第3号（1980年）
電動車いすを求めている人々に，電動タイプライターの選び方と使い方，食事用自助具につい
て，入浴設備装置，福祉機器に関するあれこれが表題である。創刊号，第2号が「予想以上の
関係者の方々から喜ばれ」，電話での問い合わせや県や市などからの福祉機器展の開催につい
’ての照会で「嬉しい悲鳴をあげております」と雑誌刊行の反響を「序文」で率直に表明してい
る。しかし，福祉機器についての在宅心身障害児（者），老人，施設からの要望が高まっている
にも関わらず「福祉機器に関する情報不足が痛感されます」とも述べていた。
　また，この号からこれまでの単なる製品紹介から専門家の解説が加えられるようになった。
そして，電動車椅子を特集したのは，この年から補装具として支給対象になったことによると
している。さらに，1970年代初頭に米国から初めて輸入された電動車椅子は，1981年の国際障
害者年を契機とし，また障害者の生活圏の拡大からさらにその利用が普及することを予想して
いる。国産メーカー17社の電動車椅子を，形状の写真，価格，特徴，使用上の注意とともに解
説している。さらに，操縦，駆動，制御方式，走行性能，回転半径，連続歩行時間，距離など
の性能テストの結果が一覧表にまとめられている。
　第4号（1981年）マットレス，耳掛型補聴器，椅子，玩具と遊具
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　第5号（1982年）電動歯ブラシ，収尿器，藤瘡防止機器
　第6号（1983年）車椅子，室内移動機器，はきもの，手すり，リフター
などの紹介・解説がみられる。
　第7号（1984年）
身体障害者スポーツ用機器，住宅用機器・備機の特集が組まれている。ここには身体障害者ス
ポーツ用機器に対する考え方が表明されており興味深い。すなわち，「身体障害者スポーツを
リハビリテーセヨン訓練の一手段として捕えるならば，スポーツ用具はリハビリテーション機
器としての位置付けがなされて当然」と述べている。そして，卓球，バトミントン，バスケッ
トボール，アーチェリー，スキーなどについて例示している。
　また，住宅用機器・備品を求めている人々には，「住宅を障害者にもっと生活しやすくさせ
る」考え方として，「1つは，重度障害のために通常の住宅部品や家具類を使いこなせない障害
者のためにいわゆる福祉機器類を開発していこうとする」ものがあり，「福祉機器の使用に
よって生活動作が自立したり，介助が軽減すれば障害者本人および家族の喜びは大きい」と述
べている。
　もう1つの考えは「一般に市販されている住宅部品をできる限り障害老にも使いやすく改良
・工夫していこうとする」ものである。「一般市販住宅部品の中に障害者にも使用しやすいも
のも現われてくれば自助具の使用機会も少なくなるかもしれないし，また福祉機器との区別も
必要としなくなるかも知れない」と“共生品”についての考えが窺われる。具体例として，ホ
イスト，リフト，浴槽，便器などの特徴と留意点，利用者の声が製品の写真とともに挙げられ
ている。
　第8号（1985年）
住宅を取り上げ，ハンディキャップに適応した住宅・設備と題して特集を組んでいる。そし
て，住宅の平面図，断面図を示しながら新築・改築の際の工夫を解説している。また，「福祉機
器という言葉も漸く定着して来たことは誠に喜ばしい。だが，この定義となると喜々むずかし
く，各方面で多くの議論がなされ，意見も多いが，必ずしも定着しているとは思われないよう
である。定義はとにかく，一般的に福祉機器という語が受け入れられて来たことは，福祉の社
会化の現われとも見える。」と現状を捉えている。こうしてみると，「福祉機器」という語慮
1975年ごろから登場し1985年頃には，厳密な定義はともかく広く普及し，使用されるように
なったものといえよう。
　第9号（1986年）障害者旅行，排せつ障害用機器，自助具
　第10号（1987年）
障害者の衣服，自由型成椅子，障害児の玩具・遊具の解説のほか，初めて先端技術の機器の紹
介している。そして，この先端技術と福祉機器の問題は次の号で具体化する。
　第11号（1988年）
上述した10年間を概観して，「10年を一区切りと考えますと，10号までは本誌の基礎固めの時
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期であり，この11号からは，いよいよ発展期に入るといえましょう。そして，その第一歩とし
て，介護機器としてのロボットのあり方と，自立・自助をすすめるための視覚障害機器」を取
り上げたと述べている。
　視覚障害用の機器を求めている人々にと題した特集では，視覚障害を情報障害と捉え，視覚
障害者の文字処理，視覚障害者用情報機器，視覚障害者用入出力装置，墨字を処理するための
機器，点字印刷用機器などの情報処理用機器を解説している。また，日常生活用の機器として
各種の拡大器や眼鏡，点字関連機器，時計などを紹介し，遊具・スポーツ用の器具も扱ってい
る。
　興味深いのは「ロボットの開発と人間とのかかわり」と題した“誌上討論”である。メー
カーから2名，大学工学部機械工学科の教員3名が議論をしている。産業用ロボットの普及は
日本が世界一で自動車，家電，半導体産業で実用化されている例を挙げながらも，福祉機器分
野では従来の産業用ロボットの開発とは異なる発想が必要であることを論じている。具体的に
は介護ロボットを挙げ「人間型」の自動化機器としてのロボットは近い将来での実現の可能性
は乏しく，機能重点ロボットで専門性が高いものの開発の必要性を説いている。基本的な考え
方として，「人間の残存機能による機能拡大，再開発が基本」で「介助機器は，生活のなかの
ツールであり」，「共存ではなく，従属するために作られた機器である」と考えている。
　さらに，ヒトと機器の関係（マン・マシン・インターフェイス）の問題や開発には技術者と
障害者が2人3脚で行うことが望ましいとしている。すなわち，「機械に対する拒絶感と不快
感を取り払い」，「使いやすくて安全な機器を共同で開発していく」姿勢を強調している。
　ところが，こうした福祉機器の紹介や解説が継続されたわけではなかった。第11号以降は，
もうひとつの問題，すなわち，ライフサイクル・発達段階と機器との関係が考慮されていく。
　第12号（1989年）障害者の発達段階と食事，行政・社会・福祉環境情報
　第13号（1990年）障害児の発達段階と入浴，障害児の発達段階と整容
　第14号（1991年）障害児の発達段階と更衣，障害児の発達段階と排泄
　第15号（1992年）障害児の発達段階と移動動作，福祉制度，福祉環境等情報
　第16号（1993年）障害児の発達段階と遊び，福祉制度，福祉・環境等情報
　第17号（1994年）障害児の発達段階とコミュニケーション
　第18号（1995年）障害児の発達段階と学び
である。そして，この方向の集大成ともいうべき特集が翌年の号で組まれている。
　第19号（1996年）
ライフサイクルと福祉機器　子どもから高齢者までを特集し，ライフサイクルと車椅子，子ど
もの生活，障害者の生活，高齢者の生活と車椅子，車いすの選び方・使い方，座位保持装置と
車椅子と題した記事が掲載されている。
　　「福祉機器情報」は，創刊号から第11号までは各種多様な福祉機器の紹介・解説を行い，一
巡したところでライフサイクルという立場から福祉機器の紹介・解説を開発状況に合わせて再
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度行ったのが特徴と思われる。これからの福祉機器の普及や研究開発を考える上でも今後の特
集の方針に興味が持たれる。
　一方，1987年から「福祉機器情報」の発行元と同じ社会福祉法人福祉機器開発センターは海
外の福祉機器情報も1987年から紹介するようになった。毎年1回の発行で「87海外福祉機器情
報」，「88海外福祉機器情報」などと表記されている。内容は，海外の福祉機器の研究，福祉機
器の紹介，障害者へのサービス，関係機関・施設の紹介である。
　また，日本リハビリテーション工学協会は，1987年に協会誌「リ・・ビリテーション・エンジ
ニアリング」を創刊した。2号で1巻を構成する雑誌である。旧名からは理工系の専門誌のイ
メージがあるかも知れないが，一般の理工系学会誌に比べるとはるかに平易に記述されてお
り，読みやすく特に専門知識を必要としない。この雑誌には，1989年に開始された「福祉機器
コンテスト」の受賞作が写真入りで紹介されており，選考過程の説明と共に福祉機器の開発動
向を知る上で興味深い。
4．福祉機器のハイテク三一福祉ロボットとコミュニケーション機器一
　福祉機器の開発と今日の高度先端技術，いわゆるハイテクとはどのように関係しているのだ
ろうか。まず，ハイテクを応用した福祉機器の典型と考えられている福祉ロボットを検討して
みたい。
　そもそも「ロボット」という語は，1920年にチェコスロバキアの作家カレル・チャペック
（Karrel　Capek）が著わした戯曲「ロボット製造会社R．　U．　R（RossumPs　Universal　Robots）」
で用いられたのが初出である。チェコスロバキア語で強制労働を意味するrobotaと労働者
robotnikから作られた言葉という（18）。このロボットが科学技術の対象になったのは1950年前後
からで，放射性物質を扱うマニピュレーターや第2次世界大戦の際の傷痩軍人用の電動義手，
宇宙開発などに用いられた。今日多用されている産業用ロボットは，1960年代初頭に米国で開
発された腕機構のものが端緒であった（正9）。
　また，介助・介護用ロボットは1970年代初頭にドイツのハイデルベルク大学医学部整形外科
教室で産業用ロボットを応用したものが発端だという。実用性は乏しかったがロボット機能が
人問の介助に用いられた点が注目された（20）。1970年代後半には，1．無味乾燥ともみえるロ
ボットに，介助・介護させるなどとんでもない。2．もし誤作動したらどうするのか。3．そ
れほど機能があるわけでなく，ほんとうに介助ができるのかなどの意見が出されたが，今日に
おいてもこうした考えは根強く残っているという（20）。
　産業用ロボットと福祉ロボヅトの違いは，福祉ロボットが1．直接人体に接触する必要があ
る。2．処置内容や作業内容が一一律でなく常に変化する。3．作業の試し，およびやり直しが
困難である。4．特別な専門家でなくても用意に操作できる。の4点を充たす必要があること
が指摘されている（2D。
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　こうした状況の下，福祉ロボットに関する研究自体は精力的に続けられてきた。その中の一
つに，1992画面まとめられた「リハビリテーション用ロボット技術に関する調査研究」（国立身
体障害者リハビリテーションセンター）があるが，ここでは，広く福祉ロボットについて言及
している「平成5年度福祉ロボットに関する研究開発動向調査研究報告書」（社団法人日本機
械工業連合会，日本産業用ロボット工業会，1993）の内容をまず取り上げてみたい。
　現代社会においては，すでに実用化が著しい産業用ロボヅトぽかりでなく，非産業用ロボッ
トへの期待が高まっている。身体障害者，高齢者の自立的生活，社会進出を可能にしていくた
めには肉体的負担の軽減や支援が必要である。このために「人間性や社会性を考慮した福祉ロ
ボットの確立に大きな期待が寄せられている」。「ロボット技術は従来から自動化技術の一環と
して捉えられてきた」。つまり，人間が行う作業を代行する「汎用性の高い技術を開発する技術
と考えられている」が，これを「高齢者のゆっくりした生活にマッチし」，「介護者の余裕を作
るためのロボットや機器の導入」が必要である。
　高齢者ケアの世界では，ロボットに対する抵抗感は非常に強いので高齢者やケアの現場で働
く職員が「確かにロボットは良いものだ」と実感できる製品でなけれぽ「本格的導入は難し
い」のである。この報告書では「ロボット」を「人間を真似した知能（情報）と行動（機械）
をもつ道（動）具」と定義し，福祉ロボットを「人々が安全，健康，利便，快適な生活を営め
るようにする支援ロボット」としている。
　同じく，社団法人日本機械工業連合会，日本産業用ロボット工業会の報告書「平成6年度福
祉ロボットに関するニーズ調査分析」をみてみよう。高齢老は「新しくでてくる機械に対して
おっくうになり，使おうとする意欲が低い可能性がある」ので，「知らずに導入できるようにす
る」。身障者は，先天性の場合「回りが面倒を見てくれることが多く，機械の使用が一回目あま
り多くない」が，後天性では「障害者になる前は機械の使用が日常茶飯事であったことが多
い」とレた上で「使いこなすことに喜びが感じられる機械を導入する」としている。興味深い
のは「仮想現実感（virtual　reality）」の導入である。これにより「機械に対するおっくうさを和
らぎ，親和性を増す」ことが可能であり，具体的には「高齢者にとっては若き日の妻，障害老
にとっては人気タレントなどが介護してくれるように感じ」とってもらおうというわけであ
る。
　福祉機器のメーカーは上述のように，今日でも大半は中小企業であるが「福祉ロボットニー
ズ調査委員会」の委員になっているメーカーは鐸々たる大企業である。社名と部門を挙げてお
こう。石川島播磨重工業メカトロ総合開発センターメカトロ技術部，川崎重工業技術統括本部
システム技術開発センター研究部，三洋電気メカトロニクス研究所インテリジェントマシン
室，ダイキン工業ロボットシステム部，日揮原子力・環境・エネルギー事業本部機械設計部，
日本電気制御システム事業本部，日立製作所機械研究所，富士通研究所マルチメディアシステ
ム研究所，松下技研超機構研究所，松下電器産業FA技術研究所介助機器開発室，明電社FA
システム事業部，安川電機つくば研究所。
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　これまで産業用ロボヅトの研究，開発，実用化に携わってきたこのような企業が，蓄積され
たノウハウやスタッフを基に今後どのように福祉ロボット，福祉機器の分野に関与していくの
か，福祉機器業界の動向の変化と共に注意深く見守りたい。このことは，さらに「福祉ロボッ
トニーズ調査委員会」の委員に，メーカーや大学関係者のほか上述の「福祉用具法」第六条に
ある研究開発の場として「国有の指定施設」とされた工業技術院機械技術研究所や生命工学工
業技術試験所の所員が加わっているため，「福祉用具法」でいう福祉機器の研究開発がどのよ
うに具体化されるのかという問題とも関連すると思われる。
　福祉ロボットとともに，もう一つ先端技術が応用されているコンピュータを用いたコミュニ
ケーション機器の問題を取り上げたい。こちらは高度情報化社会，マルチメディア社会などと
いう言葉が広く聞かれる時代状況を反映して，福祉ロボットに比べるとはるかに多くの研究が
なされている。
　主題的にコミュニケーション機器を扱った調査には，「重度障害者用コミュニケーション機
器の実用性に関する研究」（東京都社会福祉総：合センター，1987），rME技術活用による聴覚・
言語障害者用コミュニケーションエイドの開発研究報告書」（日本障害者雇用促進協会，
1988），rME技術活用による聴覚・言語障害者用コミュニケーションエイドの開発研究報告書
2」（日本障害者雇用促進協会，1989），rME技術活用による聴覚・言語障害者用コミュニケー
ションエイドの開発研究報告書」（日本障害者雇用促進協会，1990），「コミュニケーション機器
調査研究報告書（肢体不自由者，視覚障害者用機器）」（テクノエイド協会，1991），「聴覚障害
者用コミュニケーションエイドの普及に関する研究調査報告書」（日本障害者雇用促進協会，
1991），「コミュニケーション機器調査研究報告書（聴覚・言語障害者用機器）」（テクノエイド
協会，1992），「聴覚障害者用コミュニケーションエイドの普及に関する研究調査報告書2」（日
本障害者雇用促進協会，1993），「コミュニケーション機器調査研究報告書」（テクノエイド協
会，1993），「医療福祉機器開発の国際情報ネットワーク化に関する調査研究」（新エネルギー・
産業技術総合開発機構，1995），「福祉機器モニター視覚障害者用コミュニケーション機器の調
査報告書」（テクノエイド協会，1995），「障害者のためのコンピュータアクセズ95」（安村通
晃監修，1996）などがある。
　まず，「障害者のコミュニケーション手段に関しては視覚障害者の「点字」や聴覚障害者の
「手話」」などがあったが，身体障害者の会話以外のコミュニケーションは「近年まで皆無で
あった」という現状認識がある（22）。さらに，コンピュータは「コミュニケーション・ツールと
してだけでなく，日常生活あるいは就労環境において」操作できなければ「社会参加あるいは
QOLにおける新たなバリアになりつつある」という指摘もある（23）。そうであれば，重度の知的
障害老には極めて深刻である。また，そのために操作をどのように容易にしていくか（アクセ
シビリティ）の問題が関係してくる。アクセシビリティの問題は障害者ばかりでなく初めて機
器を使う人にとっても重要な課題であり，ひいては機能が高度化する福祉機器への普及や対応
の問題とも関係しよう。こうした点を念頭においてここでは，コンピュータを用いたコミュニ
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ケーション機器のなかでも普及が急速に進んでいるパソコン通信の現状を概観してみたい。
　1990年代に入ると福祉関係の雑誌にも，「コミュニケーション」，「情報」，「ネットワーク」な
どを主題とした特集がしばしぼ組まれるよ．うになったし，それに関連する論文や記事は毎号と
いってよいほど掲載されている。そのなかで，初学老でも内容や現状を容易に理解できると思
われるものを以下に掲げた。
「障害者問題研究」65号（1991年）障害者のコミュニケーションと福祉工学
「障害者の福祉」13巻12号（1993年）障害者と情報ネットワーク
「総合リハビリテーション」24巻1号（1996年）リハビリテーションと情報
「月刊福祉」79巻7号（1996年）「使える」福祉の情報システム
　これらの中で共通していることは，パソコン通信を利用した障害老間のネットワークに関す
るものであるように思えた。こうしたネットワークは1986年12月に開設された「トーコロ
BBS」（トーコロ情報処理センター設置）を嗜矢とする。1989年からは東京都の補助事業として
重度障害者の在宅での各種の講習を始めた。568名（1993年）の会員の36％が障害者で，その
85％が肢体不自由者である（24）。在宅就労の可能性も追求されている。このネットワークの名称
に入っているrBBS（Bulletin　Board　System，電子掲示板）」は，地域や障害別のネットワーグで
数名から最大でも数千名の比較的小さなものであり，今日では全国で30を超えている。しばし
ば「草の根BBS」と呼ばれるものである。
rFT－NET」（1989年8月開設，東京都立府中養護学校設置），「夢の扉」（1993年4月開設，社
団法人日本筋ジストロフィー協会設置），rトレンネット」（1993年9月開設，東京都聴覚障害者
連盟設置）などは比較的よく知られ，福祉関係やコンピュータ関係の雑誌をはじめ各種のメ
ディアにしばしぼ登場している。
　障害者がパソコン通信を実際に利用した際の感想には，「「友達が増えた」，「障害を気にしな
いでコミ．ユニケーションができる」など「参加することにより自分の世界が広がった」」という
ものがある（25）。また，実際に在宅重度障害者がこのようなネットワークを利用した場合に，ど
のような生活や意識の上で変化が生じるのかを検討した研究もなされている（26）。それによれ
ぽ，「重度障害者による情報通信ネットワークの利用は健常老以上に活発」で「利用開始後にお
ける社会的活動は増加し，個人の主観的価値に変化が見られた」という肯定的な評価がな：され
ている。まさに，「いつでも，だれでも，どこでも」情報の共有が可能になる情報通信ネット
ワークの本領が発揮されたかのようである。
　また，障害者や高齢者が利用できるコミュニケーション機器やコンピュータ関連装置の存在
が必ずしも知られていない事態に対して，香川大学教育学部中邑研究室が編集した「こころリ
ソースブヅク」を，日本アイ・ピー・エム社が電子化し「こころWeb」としてインターネット
上でアクセスできるようにしている（27）。同社は1971年から「社会貢献」として「ウェルフェア
セミナー」を開き，特に視覚障害者の社会参加及びその技術支援，点訳ファイルのネヅトワー
クの構築で知られていた。実際，同社の東京基礎研究所では，視覚障害者自身が点字英和辞典
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検索システムや日本語文書，画面情報の点字化について精力的な研究を行い成果を報告してい
る（28，29）C
　1993年5月には「スペシャル・ニーズ・システムセンター」を開設して，各種の障害者や高
齢者の日常生活を支援するソフトを展示し，展示物ばかりでなく情報関連機器全般に関する問
い合わせに応じている。全国障害問題研究会が発行している「みんなのねがい」に連載された
電璽 eクニカルエイド最前線”の第一回はこのセンターであった。担当者は「技術は人間が使い
こなしてこそいきてきます。障害をもつからこそ自立と社会参加のために最新技術を」と語っ
ている。さらに「本来的にはアメリカのように国家プロジェクトとしてすすめるべきでしょ
う。でも，いま，本当に助けを求めている人のところに必要な情報が届かないのです。ここに
行ったら見られます。さわってみれますよ。そういう場を広げたいのです」と一民間企業であ
りながら，奮闘している様子と抱負を述べている（30）。
　1990年に通産省機械情報産業局から「情報処理機器アクセシビリティ」が公表され，社団法
人日本電子工業振興会が，その内容を広く伝えるため1993年に「情報処理機器アクセシビリ
ティ指針」と題したパンフレットを作成した。「コンピュータが変わる　障害者等の暮らしを
変える」というコピーが表紙に記され，そもそもアクセシビリティとは何かということから想
定される疑問をQ＆A方式で解説し，さらに問い合わせ機関や企業を紹介している。
　以上がコミニュケーション機器，情報通信ネットワークの一面であるが，どのような問題点
があるのだろうか。まず，ネットワークを設立する際の費用がある。上述の「草の根BBS」の
一つである，「夢の扉」の場合，開設に財団法人日本船舶振興会から1200万円の補助金を受けて
いるし，「このネットの年間維持費は，最低年間400～500万円」必要と述べている（31）。また，実
際の利用はどうであろうか。たとえば，視覚障害者は全国で約35万名，そのうち点字が活用で
きる人は約3万名。それがパソコン使用者になると約3000名，「しかもパソコン通信を利用す
る者はその1割から2割程度ではないか」と言われているのである（32）。さらに，利用法が十二
分に習得できる「講習会」や懇切丁寧に利用者への支援ができる「技術ボランティア」の問題
もあるだろう。
まとめ一テクノエイド論をめぐって一
　本稿は，近年マスメディアでもしばしば取り上げられる福祉機器について，その具体例や普
及の過程，開発の経緯を展示会，専門誌，報告書などの分析を基にまとめたものである。福祉
機器という言葉は1975年頃から登場し，1985年頃には広く用いられるようになってきた。そこ
での：ねらいは，1977年度の厚生省心身障害研究報告書「福祉機器の開発に関する研究」の町セま
えがき”に見られる。すなわち，「障害者の自立をすすめるためにも，介護i者の労力を軽減する
福祉機器が必要」というものであった。最後に，このような高齢者，障害者の自立や介護者を
科学技術の側面から支援する考え（テクニカルエイド，テクノエイド論）について検討した
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い。
　テクノエイドの発想自体は，1973年科学技術庁の「社会福祉関連科学技術の研究開発に関す
る調査研究」に端緒を求めることができる（33）が，最近具体的な動きとして「工学技術者が，先
端技術やもうかる技術に自己満足するのでなく，人間社会に真に役立つことに生きがいを見い
だす研究分野」（33）として「福祉工学（rehabilitation　engineering，　assistive　technology）」と呼ば
れる新たな分野が登場してきた。「対象者個人はもちろん，社会全体が，頑張って生きていく，
生きがいのある活性を維持していくことを助長するための技術であることを目標とする」，「自
立，生きがいを助長し，これからの社会全体の調和のとれた進行のつなぎの役割こそ，福祉工
学に求められている」としている（34）。これらをまとめるとテクノエイドとは，福祉工学的技術
支援とほぼ同義であり，その一つに福祉機器が位置付けられるということになる。
　このように捉えた上で1990年中に入ってしぼしば見られるようになったテクノエイド論，福
祉機器に関するこれまでの論考をまとめておこう。福祉機器の利用は，「一人一人の障害者，高
齢者の生活自体をどのように組み立てるべきかという視点をぬき」にはできない（35）。また，
「身体機能の低下や障害に対して，その機能を補い，ハンデキャップを軽減する手段のひと
つ」であり，r本人の自立度を高め，あるいは介護者の介助の量を少なくすることができる」も
のである。「その結果，個人生活は確実に改善されるし，何よりも誇りある社会生活が可能にな
る」という考えもある（36）。
　このような指摘があるにも係わらず，テクノエイドの実現や福祉機器の開発がいま一つ進ま
ない要因は何だろうか。問題点として，メーカー側では1．多品種少量生産，2．工程・品質
管理が困難な上に，部品の標準化の遅延，3．材料部品の数が多岐にわたること，4，障害者
にあわせる関係上，オーダーメイド的な製品が非常に多いなどの考えがある（37）。また，1．利
用老が高齢者，障害者またはその家族であるため購買力に限界がある，2．ニーズが多様で多
種少量生産であり，高価である，3．市場が小さいため企業としては採算にあわず開発費用を
十分にかけられない，特に大量生産によるメリットがない（38）という指摘や「福祉関連機器は，
一般医療機器に比して極めておくれている。これは，その内容が極め’て漠然としており，分類
も困難で体系化が十分でないことによる」という分析もある（39）。
　冒頭の新聞記事では，福祉機器関連の市場規模が6200億円であることを述べていた。この額
は！994年の自転車（1947億円）の約3倍，乾物類（3058億円）約2倍，写真機・写真材料
（5429億円）をやや上まわる（40）とはいえ，上述の理由から「機器を使うことの有効性が理解さ
れていないために，あるいは機器を使うという考えが受け入れられていないために，福祉機器
の市場は小さいまま」なのである（35）。
　「福祉機器に必要な工学技術はニーズを実現するために必要な技術であり，いわゆる先端技
術であるか否かが基準になるものではない」（35）。日本におけるテクノエイドの考えは，「障害
者を健常者と同じスタートラインに立たせるためにはどんな道具を使ってもいい。道具の助け
を借りることは悪いことではない」（41）という米国的発想，すなわち，イコライザーとしての福
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祉機器，テクノエイド論が，今後どのように社会的に受け入れられ広まっていくかにかかって
いるように思う。
　1993コ口福祉用具法制定以来，新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）による「福
祉用具実用化開発助成事業」，1995年の通商産業省の医療機器・福祉機器産業室の設置，同年
度のr障害者白書』の副題，ぞ町バリアフリー社会をめざして”に唱われるバリアフリーの考え
方の普及など，行政側の福祉機器開発の体制は急速に整備されつつある。一方で，障害者用と
特に意識して開発する必要はなく，「障害者を考慮して開発したために健常者にとっても使い
やすくなるような商品」，すなわち「共用品」の考えも示されている。これは福祉機器のこれか
らの方向性を強く示唆するものであろう。
　コンピュータを利用したテクノエイドの実例集としてしばしば引用される大田茂編著のr暮
らしが変わる，ハイテク福祉』に寄せた冒頭のホーキングの言で本稿を終えたい。「最新技術の
おかげで，重い障害を持つ私ですら積極的な人生が過ごせる。世界有数の電子大国となった日
本には，このような障害者支援機器の開発にも力を入れてほしい」（43）。
　本稿をまとめるにあたって，社会福祉機器展に関する資料の教示，閲覧に便宜を計って頂いた立正大学
社会福祉学部教授根本嘉昭先生，社会福祉法人全国社会福祉協議会国際部総務部副部長代理佐々木俊一
氏，財団法人保健福祉広報協会大越剛氏，コミュニケーション機器に関する文献を提供して頂いた社会福
祉法人神奈川県総合リハビリテーション事業団伊藤英一氏，日本アイ・ピー・エム株式会社NCC技術セ
ンター課長小林三津子氏，同社スペシャル・ニーズ・センター主任関根千佳氏，同社東京基礎研究所研究
員浅川智恵子氏，経済統計資料について教示していただいた立正大学短期大学部教授柏戸傅先生，各種の
資料提供に応じて頂いた社会福祉法人福祉機器開発センター，財団法人テクノエイド協会，社団法人日本
機械工業連合会，社団法人日本産業用ロボット工業会の担当者の方々に深く感謝致します。
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